
○下野市まちなか商店リフォーム補助金交付要綱 

平成２８年３月２２日 

告示第３４号 

改正 令和４年４月１日告示第７９号 

令和５年１月４日告示第１号 

令和５年５月３０日告示第９３号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、まちなかのにぎわいを再生し、地域経済の活性化を図るため、

本市において店舗を営む者又は空き店舗を利用して営業を開始しようとしている

者が直接事業の用に供するため当該店舗の機能を維持し、又は向上させるための

改装又は改修若しくは改装に付随する設備の設置（以下「改装等」という。）に

要する費用の一部を補助する下野市まちなか商店リフォーム補助金（以下「補助

金」という。）の交付に関し、下野市補助金等交付規則（平成１８年下野市規則

第５０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（令４告示７９・一部改正） 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 対象店舗 JR宇都宮線の小金井駅、自治医大駅及び石橋駅から各々概ね

１．５キロメートル以内の下野市内に所在する店舗であり、かつ、当該店舗の

面積が１，０００平方メートル以下であるものをいう。 

（２） 空き店舗 かつて事業の用に供され、その後、移転、閉店等により閉鎖

され３月以上事業の用に供されていない店舗をいう。 

（３） 改装 対象店舗において営業を開業しようとし、又は現に営業する者が

費用を負担する店舗の利用に供される建物に係る外装工事及び内装工事をいう。 

（４） 改修 対象店舗の利用に供される建物に係る躯
く

体構造物等の維持、修繕

及び改築に係る工事をいう。 

（５） 設備 対象店舗の利用に供される建物と一体として取り付けられる機器

類をいう。 



（補助対象者） 

第３条 補助金の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる要

件の全てを満たす者とする。 

（１） 市内で別表第１の事業を営む個人又は登記簿上の本店の所在地が市内に

ある法人 

（２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）に規定する風俗営業以外の業務を営む者 

（３） 市税及び公共料金（上下水道料等市に納付すべきもの）を完納している

者 

（４） 市民の生活の安全及び平穏を確保することを阻害するおそれのない者 

（５） 過去にこの告示による補助金の交付を受けていない者 

（令４告示７９・一部改正） 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げ

る要件の全てを満たすものとする。 

（１） 営業をしようとする者が行う対象店舗の改装等にあっては、工事完了後

３か月以内に営業を開始し、原則として継続して１年以上店舗を活用し営業を

継続すること。 

（２） 補助対象者が自ら工事関連資材を購入し、施工する改装等でないこと。 

（３） 改装等に要する費用の合計額が２０万円（消費税及び地方消費税に相当

する額（以下「消費税等」という。）を除く。）以上であること。 

（４） 新規出店者の場合、現に市内で営業している店舗を閉鎖し、又は出店し

た後に閉鎖する予定でないこと。 

（５） 単に設備等の修繕をするものでないこと。 

（令４告示７９・一部改正） 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に規

定する補助対象事業に要する経費（消費税等を除く。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象経費に国、県その他の団体からの補助金等



が交付される場合には、当該補助金等の額を差し引いた金額を補助対象経費とす

る。 

（令４告示７９・一部改正） 

（補助限度額及び補助率） 

第６条 補助金の限度額及び補助率は別表第２に定めるとおりとする。 

２ 前項の補助金は、予算の範囲内で交付するものとし、当該補助金に１，０００

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の受給資格の認定申請） 

第７条 この補助金の交付を受けようとする者は、対象店舗の改装等の着工前まで

に、下野市まちなか商店リフォーム補助金受給資格認定申請書（様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて市長に提出し、受給資格者の認定を受けなければならな

い。 

（１） 申請者が法人の場合にあっては、履歴事項全部証明書（３月以内に発行

されたものに限る。） 

（２） 申請者が個人の場合にあっては、確定申告書の写し 

（３） 店舗の改装等に係る所有者の同意書の写し及び当該店舗の賃貸借契約書

の写し（申請者が店舗を賃借している場合に限る。） 

（４） 申請時における店舗の構造が分かる図面 

（５） 店舗の位置が分かる書類 

（６） 店舗の改装等を行う前の店舗の内部及び外観が分かる写真 

（７） 店舗の改装等に係る見積書等の写し 

（８） 店舗の改装等の内容がわかる書類 

（９） その他市長が必要と認めるもの 

（受給資格の認定等） 

第８条 市長は、前条に規定する申請があったときは、これを審査し、補助金の受

給資格認定の可否を決定するものとする。 

２ 前項の規定により、補助金受給資格を認定したときは、下野市まちなか商店リ

フォーム補助金受給資格者認定書（様式第２号）により、補助金受給資格を認定

しないときは、下野市まちなか商店リフォーム補助金受給資格者不認定通知書（様



式第３号）により通知するものとする。 

３ 市長は、受給資格の認定者（以下「認定者」という。）が第３条各号のいずれ

かに該当しなくなったときは、補助金受給資格の認定を取り消すことができる。 

（補助金の交付申請） 

第９条 前条による認定者は、改装等が完了し営業が開始されたときは、下野市ま

ちなか商店リフォーム補助金交付申請書（様式第４号）に次の書類を添付して、

速やかに市長に提出しなければならない。 

（１） 改装等に要した経費を証する領収書 

（２） 改装等に係る契約書等の写し 

（３） 工事施工の記録写真 

（４） 営業状況の分かる写真等 

（５） 市税及び公共料金等納付状況調査同意書（様式第５号） 

（６） その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項の申請書は、前条の規定による認定を受けた日から起算して１年以内に提

出しなければならない。ただし、認定者との協議により期限内に提出できない正

当な理由があると市長が認める場合は、この限りでない。 

（令４告示７９・令５告示１・一部改正） 

（交付決定） 

第１０条 市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査し、補助

金の適否を決定し、下野市まちなか商店リフォーム補助金交付決定通知書（様式

第６号）により認定者に通知するものとする。 

（令４告示７９・一部改正） 

（補助金の請求及び交付） 

第１１条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた補助対象者は、下野市まち

なか商店リフォーム補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出するものとす

る。 

２ 市長は、前項の請求を受理したときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

（令４告示７９・一部改正） 

（交付決定の取消し） 



第１２条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金の交付の決定に付した条件に違反したとき。 

（３） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（４） その他補助を行うことが不適当と認めたとき。 

（財産の処分等の制限） 

第１３条 補助事業者は、対象店舗の改装等により取得し、又は効用の増加した財

産について、事業終了後５か年の期間においては、次項に規定する市長の承認を

受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又

は担保に供してはならない。 

２ 補助事業者は、やむを得ない理由により、財産の処分等を行おうとする場合に

は、事前に下野市まちなか商店リフォーム補助金に係る取得財産等処分等承認申

請書（様式第８号）を提出し、市長の承認を得なければならない。 

（令４告示７９・一部改正） 

（補則） 

第１４条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年４月１日告示第７９号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の下野市まちなか商店リフォーム補助金交付要綱の規定

は、この告示の施行の日以後の交付申請に係る下野市まちなか商店リフォーム補

助金について適用し、同日前の交付申請に係る下野市まちなか商店リフォーム補

助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年１月４日告示第１号） 

（施行期日） 



１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の下野市まちなか商店リフォーム補助金交付要綱の規定

は、この告示の施行の日以後の認定申請に係る下野市まちなか商店リフォーム補

助金について適用し、同日前の認定申請に係る下野市まちなか商店リフォーム補

助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年５月３０日告示第９３号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、所要の

修正を加え、なお使用することができる。 

別表第１（第３条関係） 

日本標準産業分類（統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統

計基準としてさだめられたもの）中分類 

３９情報サービス業 

４０インターネット付随サービス業 

５６各種商品小売業 

５７織物・衣服・身の回り品小売業 

５８飲食料品小売業 

５９機械器具小売業 

６０その他の小売業 

７０物品賃貸業 

７１学術・開発研究機関 

７２専門サービス業（他に分類されないもの） 

７３広告業 

７４技術サービス業（他に分類されないもの） 

７５宿泊業 

７６飲食店 



７７持ち帰り・配達飲食サービス業 

７８洗濯・理容・美容・浴場業 

７９その他の生活関連サービス業 

８１学校教育 

８２その他の教育、学習支援業 

８３医療業 

８４保健衛生 

８５社会保険・社会福祉・介護事業 

９１職業紹介・労働者派遣業 

９２その他の事業サービス業 

９５その他のサービス 

別表第２（第６条関係） 

項目 空き店舗開業者 既存店舗営業者 

補助率 １／２ １／３ 

補助限度額 １００万円 ５０万円 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第７条関係） 

（令４告示７９・一部改正） 

様式第２号（第８条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

（令４告示７９・一部改正） 

様式第５号（第９条関係） 

（令４告示７９・追加） 

様式第６号（第１０条関係） 

（令４告示７９・旧様式第５号繰下） 

様式第７号（第１１条関係） 

（令４告示７９・旧様式第６号繰下、令５告示９３・一部改正） 

様式第８号（第１３条関係） 

（令４告示７９・旧様式第７号繰下・一部改正） 

 


